






















































































































































































































































































































 前記取得候補の選定フロー（不動産等案件情報に関するローテーション・ルール）は次のとおりで

す。 

 

＜不動産等案件情報に関するローテーション・ルール＞ 

 

 

 

不動産等案件情報に関して特殊な事情を有する場合の取扱いは、以下の各号のとおりです。以下の

（ａ）乃至（ｄ）のいずれにも該当しない場合で、優先的に取得検討を行うファンド等の割当に疑義が

生じるとコンプライアンスオフィサーが判断した場合は、コンプライアンス委員会による審議を行った

上で、優先的に取得検討を行うファンド等を割り当てます。 

 

（ａ）複数の不動産等が含まれる案件情報を一括で購入することが必要である場合（たとえばバルク

セールにおける一括売却の場合等）には、当該複数物件を１つの物件と同様に取り扱います。 

 

（ｂ）ファンド等が物件の区分所有持分、共有持分又は借地権付建物を保有しており、不動産等案件

情報が当該物件に係る他の区分所有持分、共有持分又は底地等であった場合において、当該売

主との間に優先交渉権等に関する取決めがある場合は、当該ファンド等が優先的に取得検討を

行うものとし、この場合は前記のルールは適用されないものとします。 

 

（ｃ）不動産等案件情報につき、複数のファンド等が共同投資を検討し、取得に至った場合には、共

同投資を行った全てのファンド等の順位は最下位に移ります。なお、共同投資を行ったファン

ド等間における順位は共同投資実行前と同様となります。 

 

（ｄ）ファンド等の投資家から直接本資産運用会社に紹介された不動産等案件情報については、当該

ファンド等が優先的に検討できるものとし、前記のルールは適用されません。 
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（ⅱ）インベストメント部による投資概要書の起案からデューデリジェンスの実行まで 

インベストメント部の担当者は、前記のルールに基づき選定された当該運用資産に関して投資概要書

を作成し、取締役、各関連部署の部長及び本投資法人の担当ファンドマネージャーに回付し確認を得た

後、コンプライアンスオフィサー（利害関係人等との取引に該当する場合はコンプライアンス委員会）

及び投資委員会の承認を経た上で詳細な物件デューデリジェンス（必要に応じて、鑑定価格調査、建物

診断調査、土壌汚染調査、地震リスク調査、法務調査等を含みます。）を行います。 

 

（ⅲ）インベストメント部による投資計画案の起案から投資委員会への上程まで 

インベストメント部は、当該デューデリジェンスの結果を踏まえた当該運用資産に関しての投資計画

案及びそれに付随関連する資料を作成し、取締役、各関連部署の部長及び本投資法人の担当ファンドマ

ネージャーに回付し確認を得た後、コンプライアンスオフィサーに提出し、法令等遵守上の問題の有無

に関して審査を受け、その承認を得なければなりません。コンプライアンスオフィサーは当該投資計画

案に法令等遵守上の問題がないと判断した場合には、当該投資計画案を承認し、その旨を起案したイン

ベストメント部に連絡します。 

インベストメント部の担当者は、コンプライアンスオフィサーの承認を受けた当該投資計画案を不動

産投資部門長及びインベストメント部長に提出します。不動産投資部門長及びインベストメント部長

は、提出を受けた当該投資計画案を投資委員会に上程します。 

なお、コンプライアンスオフィサーが当該投資計画案について法令等遵守上の問題が存在すると判断

した場合には、起案したインベストメント部に対して当該投資計画案の中止又は内容の変更を指示しま

す。内容の変更の指示を受けた投資計画案については、内容の変更を行った後に再度、コンプライアン

スオフィサーによる法令等遵守上の問題の有無に関する審査を受け、その承認を得た後でなければ、イ

ンベストメント部は、投資委員会に上程することができないものとします。 

また、起案の中止の指示を受けた投資計画案は、投資委員会に上程することができないものとしま

す。 

 

（ⅳ）コンプライアンス委員会における審議及び決議 

コンプライアンスオフィサーは、当該投資計画案が（ａ）利害関係人等との取引に該当する場合又は

（ｂ）コンプライアンスオフィサーがコンプライアンス上疑義があると判断した場合、投資委員会にお

ける審議及び決議の前に、当該投資計画案をコンプライアンス委員会に上程するとともに、それに付随

関連する資料をコンプライアンス委員会に提出するものとします。 

コンプライアンス委員会において、法令等遵守上の問題がないと判断され、その承認を得た場合、不

動産投資部門長及びインベストメント部長が当該投資計画案を投資委員会に上程します。 

なお、コンプライアンス委員会において、当該投資計画案について法令等遵守上の問題が存在すると

判断され、その承認を得られなかった場合、コンプライアンス委員会はインベストメント部に対して問

題点等を指摘し、当該投資計画案を差し戻します。コンプライアンス委員会の差戻しを受けた投資計画

案については、内容の変更後に再度、コンプライアンス委員会による法令等遵守上の問題の有無に関す

る審査を受け、その承認を得なければならないものとします。 

 

（ⅴ）投資委員会における審議及び決議 

投資委員会では、当該運用資産が本投資法人の運用ガイドライン等に適合していることを確認すると

ともに、デューデリジェンスの結果を踏まえた適正な取得価格であるか等の審議を行い、当該運用資産

に関する取得の実行及び取得価格の承認を含めた決定を行います。但し、コンプライアンスオフィサー

は、審議経過に問題があると判断した場合には、投資委員会の審議を中止することができます。コンプ

ライアンスオフィサーが審議を中止した場合は、前記（ⅳ）記載の「（ｂ）コンプライアンスオフィサ

ーがコンプライアンス上疑義があると判断した場合」と同様のプロセスを行います。なお、投資委員会

の承認が得られない場合は、投資委員会は不動産投資部門長及びインベストメント部長に問題点等を指

摘し、当該投資計画案の中止又は内容の変更を指示します。 

投資委員会の審議及び決議を経た投資計画案は、取締役会へ付議されます。 

 

（ⅵ）取締役会における審議及び決議 

不動産投資部門長及びインベストメント部長は、投資委員会及びコンプライアンス委員会における審

議及び決定を経て決定された投資計画案及びその付随関連資料を取締役会に付議します。取締役会は当

該投資計画案につきその内容を審議し、その採否につき決議します。取締役会の決議が本資産運用会社

の最終決定となります。但し、採択された投資計画案が利害関係人等との取引に該当する場合は、本投

資法人役員会の承認を経て最終決定とします。なお、取締役会による採用の決議が得られない場合は、
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取締役会は投資委員会に、投資委員会は不動産投資部門長及びインベストメント部長に問題点等を指摘

し、当該投資計画案の修正、再提出又は廃棄を指示します。不動産投資部門長及びインベストメント部

長はインベストメント部に対し投資委員会からの指摘に基づき修正、再提出又は廃棄を指示します。 

 

（ⅶ）本投資法人による事前同意 

前記（ⅵ）記載の取締役会にて採択された当該投資計画案が利害関係人等との取引に該当する場合、

資産運用会社は、前記（ⅰ）乃至（ⅵ）の本資産運用会社において必要とされる全ての手続を経て決定

された投資計画案及びその付随関連資料を本投資法人役員会に提出し、当該内容につき本投資法人の同

意を得なければなりません。本投資法人役員会において当該投資計画案が承認され、本投資法人から同

意が得られた場合には、これをもって投資計画の実行が可能となります。本投資法人の同意が得られな

い場合は、本投資法人は取締役会に、取締役会は投資委員会に、投資委員会は不動産投資部門長及びイ

ンベストメント部長に問題点等を指摘し、当該投資計画案の修正、再提出又は廃棄を指示します。不動

産投資部門長及びインベストメント部長はインベストメント部に対し投資委員会からの指摘に基づき修

正、再提出又は廃棄を指示します。 

 

（ⅷ）投資計画の実行 

前記手続を経て当該投資計画が決定された場合、当該投資計画の内容に従って、インベストメント部

は、当該運用資産の取得業務を行います。 

 

（ⅸ）運用資産の取得に関する意思決定フローは次のとおりです。 

 

 

 

ｃ．運用資産の売却その他の処分に関する事項 

 前記ｂ．（（ⅰ）及び（ii）の手続を除きます。）記載の運用資産の取得の場合と同様のプロセスで決

定されます。但し、前記ｂ．記載中、「インベストメント部」とある部分は、「アセットマネジメント

部」と、「不動産投資部門長及びインベストメント部長」とある部分は、「アセットマネジメント部長」

と読み替えます。 
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ｄ．年度運用計画の策定及び変更に関する事項 

 前記ｂ．（（ⅰ）及び（ii）の手続を除きます。）記載の運用資産の取得の場合と同様のプロセスで決

定されます。但し、前記ｂ．記載中、「インベストメント部」とある部分は、「ポートフォリオマネジメ

ント部」と、「不動産投資部門長及びインベストメント部長」とある部分は、「ポートフォリオマネジメ

ント部長」と読み替えます。 

 

ｅ．運用資産の資金調達に関する事項 

 前記ｂ．（（ⅰ）及び（ii）の手続を除きます。）記載の運用資産の取得の場合と同様のプロセスで決

定されます。但し、前記ｂ．記載中、「インベストメント部」とある部分は、「ポートフォリオマネジメ

ント部」と、「不動産投資部門長及びインベストメント部長」とある部分は、「ポートフォリオマネジメ

ント部長」と読み替えます。但し、年度運用計画、投資計画等において、資金調達の具体的な条件が記載

されており、これらの資金調達の条件よりも本投資法人に対して有利な条件に基づき資金調達を実行する

ことが可能な場合には、ポートフォリオマネジメント部長のみの決裁で当該資金調達を実行することがで

きます。 

 

⑥ 法令遵守体制 

ａ．概要 

 本資産運用会社は、本投資法人の資産運用業務が本投資法人の投資主の資金を運用する行為であるとい

う重要性を理解し、適正な運用体制を構築するため、本資産運用会社のコンプライアンスに関する事項を

担当する責任者としてコンプライアンスオフィサーを配置し、他の部門に対する社内牽制機能の実効性を

確保します。更に、コンプライアンス委員会の設置運営により重層的な法令等遵守体制を確立します。 

 

ｂ．取締役会 

 取締役会は、業務執行の最終責任を負う機関として、コンプライアンスの徹底を図り、コンプライアン

ス委員会等における承認事項等の報告を受けるとともに、本資産運用会社のコンプライアンスに関する重

要事項について決議します。 

 

ｃ．コンプライアンス委員会 

 コンプライアンス委員会は、取締役会及びコンプライアンスオフィサーと連携し、「コンプライアンス

委員会規程」に定める業務を担います。コンプライアンス委員会の委員、委員長、開催時期、審議事項、

定足数及び決議方法は、前記「③ 委員会／（イ）コンプライアンス委員会」に記載のとおりです。 

 

ｄ．コンプライアンスオフィサー 

 コンプライアンスオフィサーは、本資産運用会社におけるコンプライアンス責任者として、社内のコン

プライアンス体制を確立するとともに、法令その他のルールを遵守する社内の規範意識を醸成することに

努めます。このため、コンプライアンスオフィサーは、本資産運用会社による本投資法人のための資産運

用における業務執行が、法令、本投資法人の規約、その他の諸規程等に基づいていることを常に監視し、

日常の業務執行においてもコンプライアンス遵守状況の監視監督を行います。 

 かかるコンプライアンスオフィサーの職責の重大性に鑑み、コンプライアンスオフィサーには、法令・

規範の遵守のための十分な審査・監督能力を有する人材を選任します。 

 

ｅ．コンプライアンスに関する社内体制・コンプライアンス状況の検査 

 コンプライアンスオフィサーは、各役職員等が本資産運用会社内において業務運営に係る法令違反行為

又は法令違反の可能性が高い行為を発見した場合において直ちに報告を受けることのできる体制を確保す

るものとします。 

 また、コンプライアンス状況について、必要に応じて、外部の第三者によるチェックを受けつつ、検査

を行います。 

 利害関係人等との取引については、コンプライアンス委員会、投資委員会、取締役会及び本投資法人役

員会における審議等を経て、十分に審査が行われた上で取引に係る判断がなされる体制となっています。

また、当該コンプライアンス委員会及び投資委員会には、本資産運用会社に所属しない、専門的知識を有

する第三者の外部委員を配置し、当該外部委員の賛成が得られない場合は、当該取引を行うことができな

い手続となっています。 
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⑦ 投資運用に関するリスク管理体制の整備の状況 

本資産運用会社における投資運用に関するリスク管理体制の整備の状況については、「第一部 ファンド情

報／第１ ファンドの状況／３ 投資リスク／（２）投資リスクに関する管理体制／② 本資産運用会社の体

制」をご参照下さい。 

 

（３）【大株主の状況】

    （本書の日付現在） 
 

名称 住所 
所有株式数 

（株） 

比率（注） 

（％） 

インベスコ・グループ・サービシー

ズ・インク 

アメリカ合衆国ジョージア州

アトランタ市
1,000 100.0 

合計 1,000 100.0 

（注）  発行済株式の総数に対する所有株式数の比率を記載しています。 

 

（４）【役員の状況】

（本書の日付現在）

役職名 氏名 主要略歴 
所有株式数

（株） 

取締役兼 

日本における 

代表者 

辻 泰幸 

1990年４月 株式会社リクルートコスモス入社 

- 

1992年10月 株式会社総研入社 

1998年２月 株式会社谷澤総合鑑定所入所 

2000年７月 レンドリースジャパン株式会社入社 

2003年10月 ＡＩＧ グローバル・リアルエステート・アジアパシフィッ

ク・インク（現 インベスコ・グローバル・リアルエステー

ト・アジアパシフィック・インク、2011年２月商号変更）

入社 

2013年10月 同社 取締役（現任） 

2013年12月 同社 日本における代表者（現任） 

取締役 中田 隆吉 

1989年４月 株式会社三和銀行入行 

- 

2001年１月 シティグループ入社 

2007年６月 インベスコ投信投資顧問株式会社入社 

2007年10月 インベスコ・リアルエステート・ジャパン株式会社設立

（2011年11月解散） 代表取締役 

2011年２月 インベスコ・グローバル・リアルエステート・アジアパシ

フィック・インク 取締役（現任） 

取締役 

ラウ・ 

チェン・ 

スーン 

1979年７月 シェル・イースタン・ペトロリアム入社 

- 

1981年８月 ペロトケミカル・コーポレーション・オブ・シンガポール

入社 

1988年５月 ブーズ・アレン・アンド・ハミルトン入社 

1990年10月 ペプシコーラ・インターナショナル入社 

1991年11月 トゥアン・シン・ホールディングス入社 

2000年５月 アヤラ・インターナショナル入社 

2006年１月 インベスコ・HK・リミテッド入社 

2011年１月 IRE（香港）リミテッド（現 インベスコ・リアルエステー

ト・インベストメント・アジアパシフィック・リミテッ

ド） 

マネージング・ディレクター（アジア地域担当） 

（インベスコ・HK・リミテッドより出向） 

2013年10月 インベスコ・グローバル・リアルエステート・アジアパシ

フィック・インク 取締役（現任） 

2017年10月 インベスコ・リアルエステート・インベストメント・アジ

アパシフィック・リミテッド ディレクター（現任） 
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役職名 氏名 主要略歴 
所有株式数

（株） 

取締役 
イアン・ 

シリング 

1992年10月 シービー・リチャードエリス入社 

- 

1996年４月 ゴールドマン・サックス・JBウェア入社 

2000年７月 コロニアル・ファーストステート・グローバル・アセット

マネジメント入社 

2006年３月 エボルーション・ファンズ・マネジメント入社 

2007年11月 オルコ・ファイナンス・グループ入社 

2008年５月 インベスタ・プロパティ・グループ入社 

2012年８月 インベスコ・アセット・マネジメント・オーストラリア

（ホールディングズ）・リミテッド入社 

2012年12月 同社 ディレクター（現任） 

2016年７月 インベスコ・グローバル・リアルエステート・アジアパシ

フィック・インク 取締役（現任） 
 
 

＜参考＞ 

 本資産運用会社は米国デラウェア州法に基づき設立された外国法人であり、監査役という職位はありませんが、金融

商品取引法上の投資運用業者として登録するに当たり、金融商品取引法第29条の４第１項第５号イの「外国の法令に準

拠して設立された取締役会設置会社と同種類の法人」との要件を充たすために監査人が設置されています。監査人は、

日本の会社法上の取締役会設置会社における監査役に準じた権利を有します。 

（本書の日付現在）

役職名 氏名 主要略歴 
所有株式数

（株） 

監査人 古財 義弘 

1962年４月 安田信託銀行株式会社入社 

- 

1995年４月 ウォーバーグ投信株式会社入社 

1998年７月 メリルリンチ・マーキュリー投信投資顧問株式会社入社 

2000年６月 メリルリンチ投信投資顧問株式会社入社 

2006年９月 インベスコ投信投資顧問株式会社入社 コンプライアンス・

オフィサー 

2012年６月 インベスコ投信投資顧問株式会社（現インベスコ・アセッ

ト・マネジメント株式会社） 監査役（現任） 

2016年７月 インベスコ・グローバル・リアルエステート・アジアパシ

フィック・インク 監査人（現任） 

 

（５）【事業の内容及び営業の概況】

① 資産運用委託契約上の業務 

本資産運用会社は、資産運用委託契約に基づき、以下の業務を行います。 

（ア）本投資法人の運用資産の運用に係る業務 

（イ）本投資法人の資金調達に係る業務 

（ウ）運用資産の状況その他の事項について、本投資法人に対する又は本投資法人のための報告、届出等の

業務 

（エ）運用資産に係る運用計画の策定業務 

（オ）その他本投資法人が随時委託する業務 

（カ）（ア）乃至（オ）に付随し又は関連する業務 

 

② 営業の概況 

本書の日付現在、本資産運用会社が資産の運用を行う投資法人は、本投資法人のみです。 
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２【その他の関係法人の概況】

Ａ．一般事務受託者（会計） 

（１）【名称、資本金の額及び事業の内容】 

（ア）名称 

有限会社東京共同会計事務所 

（イ）資本金の額 

５百万円（2018年４月30日時点） 

（ウ）事業の内容 

ａ．会計・税務コンサルティング 

ｂ．バリュエーション業務 

ｃ．デューデリジェンス及びその他の保証業務 

ｄ．フィナンシャル・アドバイザリー業務 

ｅ．ビークル管理業務 

 

（２）【関係業務の概要】 

一般事務受託者（会計）である有限会社東京共同会計事務所は、以下の業務を行います。 

（ア）計算に関する事務 

（イ）会計帳簿の作成に関する事務 

（ウ）納税に関する事務（但し、税理士業務（税理士法第2条第1項に規定する業務をいう。）に該当する事務

を除く。） 

（エ）その他（ア）乃至（ウ）に付随する業務 

 

（３）【資本関係】 

該当事項はありません。 

 

Ｂ．投資主名簿等管理人 

（１）名称、資本金の額及び事業の内容 

（ア）名称 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

（イ）資本金の額 

324,279百万円（2018年３月31日時点） 

（ウ）事業の内容 

銀行法（昭和56年法律第59号。その後の改正を含みます。）（以下「銀行法」といいます。）に基づ

き銀行業を営むとともに、金融機関の信託業務の兼営等に関する法律（昭和18年法律第43号。その後

の改正を含みます。）（以下「兼営法」といいます。）に基づき信託業務を営んでいます。 

 

（２）関係業務の概要 

 投資主名簿等管理人である三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社は、以下の業務を行います。 

（ア）投資主名簿及び投資法人債原簿並びにこれらに付属する帳簿の作成、管理及び備置その他の投資主名簿

及び投資法人債原簿に関する事務（但し、投資法人債原簿に関する事務は本投資法人が投資主名簿等管

理人に別途委託するものに限ります。） 

（イ）（ア）に定める他、以下の帳簿その他の投信法及び投信法施行規則の規定により作成及び保管しなけれ

ばならない帳簿書類の作成、管理及び備置に関する事務（但し、該当する事務が生じていない場合を除

きます。） 

ａ．分配利益明細簿 

ｂ．投資証券台帳 

ｃ．投資証券不発行管理簿 

ｄ．投資証券払戻金額帳 

ｅ．未払分配利益明細簿 

ｆ．未払払戻金明細簿 

（ウ）投資口の名義書換、質権の登録又は抹消、信託財産の表示又は抹消 

（エ）振替機関等により通知される総投資主通知その他の通知の受理に関する事務 

（オ）投資主の投資証券不所持申出並びに投資証券の発行又は返還請求の受理等に関する事務 

（カ）投資主、登録投資口質権者、これらの法定代理人及び以上の者の常任代理人（以下「投資主等」といい

ます。）の氏名及び住所の登録並びに変更の登録に関する事務 
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（キ）（ア）乃至（カ）に掲げるものの他、投資主等の提出する届出の受理に関する事務 

（ク）投資主総会招集通知の発送及び議決権行使書又は委任状の作成及び集計に関する事務 

（ケ）投資主等に対して分配する金銭（以下「分配金」といいます。）の計算及びその支払いに関する事務 

（コ）投資主等からの照会に対する応答に関する事務 

（サ）投資口の統計資料並びに法令又は契約に基づく官庁、金融商品取引所、振替機関等への届出又は報告の

ための資料の作成に関する事務 

（シ）投資口の募集、投資口の併合・分割その他本投資法人が臨時に指定する事務 

（ス）投資主等に対する通知書、催告書及び報告書等の発送に関する事務 

（セ）投資主等の権利行使に関する請求その他の投資主等からの申出の受付けに関する事務（前各号の事務に

関連するものに限ります。） 

（ソ）（ア）乃至（セ）に掲げる委託事務に係る印紙税等の納付に関する事務 

（タ）投資主等の個人番号及び法人番号の収集及び登録に関する事務 

（チ）投資主等の個人番号及び法人番号の保管、利用及び廃棄又は削除に関する事務 

（ツ）（ア）乃至（チ）に掲げる委託事務に付随する事務 

（テ）（ア）乃至（ツ）に掲げる委託事務の他、双方協議の上定める事務 

 

（３）資本関係 

該当事項はありません。 

 

Ｃ．資産保管会社 

（１）名称、資本金の額及び事業の内容 

（ア）名称 

三井住友信託銀行株式会社 

（イ）資本金の額 

342,037百万円（2018年３月31日時点） 

（ウ）事業の内容 

銀行法に基づき銀行業を営むとともに、兼営法に基づき信託業務を営んでいます。 

 

（２）関係業務の概要 

資産保管会社である三井住友信託銀行株式会社は、以下の業務を行います。 

（ア）資産保管業務 

（イ）金銭出納管理業務 

（ウ）これらに付随関連する業務 

 

（３）資本関係 

該当事項はありません。 

 

Ｄ．一般事務受託者（機関運営） 

（１）名称、資本金の額及び事業の内容 

（ア）名称 

三井住友信託銀行株式会社 

（イ）資本金の額 

342,037百万円（2018年３月31日時点） 

（ウ）事業の内容 

銀行法に基づき銀行業を営むとともに、兼営法に基づき信託業務を営んでいます。 

 

（２）関係業務の概要 

一般事務受託者（機関運営）である三井住友信託銀行株式会社は、以下の業務を行います。 

（ア）本投資法人の機関（役員会及び投資主総会をいいます。）の運営に関する事務（但し、投資主総会関係

書類の発送、議決権行使書の受理、集計等、本投資法人が別途投資口等に関係する事務の代行業務受託

者に委託する事務を除きます。） 

（イ）その他（ア）に付随関連する事務 
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（３）資本関係 

該当事項はありません。 

 

Ｅ．一般事務受託者（投資法人債） 

（１）名称、資本金の額及び事業の内容 

（ア）名称 

株式会社三井住友銀行 

（イ）資本金の額 

1,770,996百万円（2018年３月31日時点） 

（ウ）事業の内容 

銀行法に基づき銀行業を営んでいます。 

 

（２）関係業務の概要 

一般事務受託者（投資法人債）である株式会社三井住友銀行は、第１回及び第２回無担保投資法人債（特定

投資法人債間限定同順位特約付）に関する以下の業務を行います。 

（ア）発行代理人事務 

（イ）支払代理人事務 

（ウ）投資法人債原簿関係事務 

（エ）投資法人債権者の権利行使に関する請求その他の投資法人債権者からの申出の受付に関する事務 

（オ）その他前記（ア）乃至（エ）に付随する業務 

 

（３）資本関係 

該当事項はありません。 

 

Ｆ．投資法人債管理者／一般事務受託者（投資法人債） 

（１）名称、資本金の額及び事業の内容 

（ア）名称 

株式会社りそな銀行 

（イ）資本金の額 

279,928百万円（2018年３月31日時点） 

（ウ）事業の内容 

銀行法に基づき銀行業を営んでいます。 

 

（２）関係業務の概要 

投資法人債管理者／一般事務受託者（投資法人債）である株式会社りそな銀行は、第３回無担保投資法人債

（投資法人債間限定同順位特約付）に関する以下の業務を行います。 

（ア）投資法人債権者のための弁済の受領、債権の保全その他の投資法人債の管理に関する業務 

（イ）発行代理人事務 

（ウ）支払代理人事務 

（エ）投資法人債原簿関係事務 

（オ）その他前記（ア）乃至（エ）に付随する業務 

 

（３）資本関係 

該当事項はありません。 
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Ｇ．本投資法人の特定関係法人 

（１）名称、資本金の額及び事業の内容 

名称 
資本金の額（注１） 
(2018年３月31日時点) 

事業の内容 

インベスコ・グループ・ 

サービシーズ・インク 

1,000米ドル 

（106,205円） 

会社総務サービス及び企業会計帳簿作

成サービスの提供 

インベスコ・ホールディング・カンパニー

（ユーエス）・インク 

1,000米ドル 

（106,205円） 
株式等の取得、保有等 

インベスコ・ホールディング・ 

カンパニー・リミテッド 

84,791,962米ドル 

(9,005,330,324円) 
株式等の取得、保有等 

インベスコ・リミテッド 
214,000,000米ドル 

（22,727,870,000円） 
株式等の取得、保有等 

（注１）  米ドルの円貨換算は、2018年３月31日時点の為替レート（１米ドル＝106.205円）で行っています。なお、１円未満を四捨五入し

て記載しています。 

（注２）  TAH、IMG及びIULは、2018年６月30日付で特定関係法人に該当しないこととなりました。かかる特定関係法人の異動の詳細は、前

記「第一部 ファンド情報／第１ ファンドの状況／１ 投資法人の概況／（１）主要な経営指標等の推移／②事業の概況／

（ウ）決算後に生じた重要な事実／（参考情報）／ｃ．資産運用会社の親会社（特定関係法人）及び主要株主の異動」をご参照下

さい。 

 

（２）関係業務の概要 

インベスコ・グループ・サービシーズ・インクは、本資産運用会社の発行済株式の100％を直接保有する親

会社です。 

インベスコ・ホールディング・カンパニー（ユーエス）・インクは、インベスコ・グループ・サービシー

ズ・インクの親会社です。 

インベスコ・ホールディング・カンパニー・リミテッドは、インベスコ・ホールディング・カンパニー（ユ

ーエス）・インクの親会社です。 

インベスコ・リミテッドは、インベスコ・ホールディング・カンパニー・リミテッドの親会社です。 

 

（３）資本関係 

該当事項はありません。 
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第５【投資法人の経理状況】
１．財務諸表の作成方法について 

本投資法人の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59

号、その後の改正を含みます。）及び同規則第２条の規定により、投資法人の計算に関する規則に基づいて作成

しています。 

 

２．監査証明について 

本投資法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第８期計算期間（2017年11月１日から

2018年４月30日まで）の財務諸表について、ＰｗＣあらた有限責任監査法人の監査を受けています。 

 

３．連結財務諸表について 

本投資法人は子会社がありませんので、連結財務諸表は作成していません。 
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１【財務諸表】

（１）【貸借対照表】

    （単位：千円） 

 
前期 

（2017年10月31日） 

当期 

（2018年４月30日） 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 3,090,066 5,881,414 

信託現金及び信託預金 10,596,926 10,442,475 

営業未収入金 456,838 486,664 

未収入金 - 147,830 

未収消費税等 35,654 - 

前払費用 281,385 257,464 

前払金 - 50,000 

繰延税金資産 19 119 

その他 1,518 1,518 

流動資産合計 14,462,409 17,267,487 

固定資産    

有形固定資産    

信託建物 41,795,823 41,855,146 

減価償却累計額 △3,715,638 △4,435,152 

信託建物（純額） 38,080,184 37,419,994 

信託構築物 319,541 331,590 

減価償却累計額 △93,211 △111,170 

信託構築物（純額） 226,329 220,420 

信託機械及び装置 31,443 40,063 

減価償却累計額 △4,053 △5,748 

信託機械及び装置（純額） 27,390 34,314 

信託工具、器具及び備品 106,167 168,248 

減価償却累計額 △26,070 △37,473 

信託工具、器具及び備品（純額） 80,096 130,775 

信託土地 124,928,377 123,241,382 

信託建設仮勘定 20,024 41,252 

有形固定資産合計 163,362,402 161,088,139 

無形固定資産    

その他 4,889 3,769 

無形固定資産合計 4,889 3,769 

投資その他の資産    

敷金及び保証金 10,088 10,088 

長期前払費用 358,151 300,365 

デリバティブ債権 115,701 127,734 

その他 386,154 442,350 

投資その他の資産合計 870,096 880,539 

固定資産合計 164,237,388 161,972,448 

繰延資産    

投資法人債発行費 21,755 56,057 

繰延資産合計 21,755 56,057 

資産合計 178,721,552 179,295,993 
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    （単位：千円） 

 
前期 

（2017年10月31日） 

当期 

（2018年４月30日） 

負債の部    

流動負債    

営業未払金 533,084 490,886 

1年内返済予定の長期借入金 17,500,000 17,500,000 

未払金 373,832 612,589 

未払費用 78,755 85,780 

未払法人税等 1,005 2,455 

未払消費税等 - 121,265 

前受金 567,962 556,905 

その他 73,108 56,495 

流動負債合計 19,127,750 19,426,378 

固定負債    

投資法人債 3,400,000 8,900,000 

長期借入金 68,100,000 62,600,000 

信託預り敷金及び保証金 7,470,893 7,539,497 

繰延税金負債 36,550 40,351 

固定負債合計 79,007,443 79,079,848 

負債合計 98,135,193 98,506,226 

純資産の部    

投資主資本    

出資総額 78,913,658 78,913,658 

出資総額控除額 △799,984 △799,984 

出資総額（純額） 78,113,673 78,113,673 

剰余金    

当期未処分利益又は当期未処理損失（△） 2,393,534 2,588,710 

剰余金合計 2,393,534 2,588,710 

投資主資本合計 80,507,207 80,702,384 

評価・換算差額等    

繰延ヘッジ損益 79,151 87,382 

評価・換算差額等合計 79,151 87,382 

純資産合計 ※１ 80,586,359 ※１ 80,789,767 

負債純資産合計 178,721,552 179,295,993 
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（２）【損益計算書】

    （単位：千円） 

 

前期 

自 2017年５月１日 

至 2017年10月31日 

当期 

自 2017年11月１日 

至 2018年４月30日 

営業収益    

賃貸事業収入 ※１ 5,565,513 ※１ 5,550,498 

その他賃貸事業収入 ※１ 606,368 ※１ 568,745 

不動産等売却益 - ※２ 277,915 

営業収益合計 6,171,882 6,397,159 

営業費用    

賃貸事業費用 ※１ 2,805,901 ※１ 2,688,593 

資産運用報酬 510,363 512,616 

一般事務委託及び資産保管手数料 16,575 22,298 

役員報酬 3,000 3,700 

その他営業費用 63,698 93,599 

営業費用合計 3,399,539 3,320,806 

営業利益 2,772,342 3,076,352 

営業外収益    

受取利息 44 46 

未払分配金戻入 - 1,386 

還付加算金 11 193 

その他 965 360 

営業外収益合計 1,021 1,987 

営業外費用    

支払利息 253,808 245,979 

投資法人債利息 7,046 13,599 

投資法人債発行費償却 2,067 4,619 

投資口交付費 - 111,562 

融資関連費用 114,263 110,439 

その他 1,934 1,580 

営業外費用合計 379,119 487,780 

経常利益 2,394,243 2,590,560 

税引前当期純利益 2,394,243 2,590,560 

法人税、住民税及び事業税 1,012 2,463 

法人税等調整額 △13 △99 

法人税等合計 999 2,363 

当期純利益 2,393,243 2,588,196 

前期繰越利益 290 513 

当期未処分利益又は当期未処理損失（△） 2,393,534 2,588,710 
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（３）【投資主資本等変動計算書】

前期（自 2017年５月１日 至 2017年10月31日）

              （単位：千円） 

  投資主資本 

  

出資総額 出資総額控除額 出資総額（純額） 

剰余金 

自己投資口 
投資主資本 

合計   

当期未処分利
益又は当期未
処理損失
（△） 

剰余金合計 

当期首残高 78,913,658 - 78,913,658 2,967,250 2,967,250 - 81,880,908 

当期変動額               

剰余金の配当 - - - △2,966,959 △2,966,959 - △2,966,959 

当期純利益 - - - 2,393,243 2,393,243 - 2,393,243 

自己投資口の取得 - - - - - △799,984 △799,984 

自己投資口の消却 - △799,984 △799,984 - - 799,984 - 

投資主資本以外の項目の
当期変動額（純額） - - - - - - - 

当期変動額合計 - △799,984 △799,984 △573,716 △573,716 - △1,373,700 

当期末残高 ※１ 78,913,658 △799,984 78,113,673 2,393,534 2,393,534 - 80,507,207 

 

        

  評価・換算差額等 
純資産合計 

  
繰延ヘッジ

損益 
評価・換算
差額等合計 

当期首残高 54,708 54,708 81,935,617 

当期変動額       

剰余金の配当 - - △2,966,959 

当期純利益 - - 2,393,243 

自己投資口の取得 - - △799,984 

自己投資口の消却 - - - 

投資主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 

24,442 24,442 24,442 

当期変動額合計 24,442 24,442 △1,349,258 

当期末残高 79,151 79,151 80,586,359 
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当期（自 2017年11月１日 至 2018年４月30日）

            （単位：千円） 

  投資主資本 

  

出資総額 出資総額控除額 出資総額（純額） 

剰余金 

投資主資本 
合計   

当期未処分利
益又は当期未
処理損失
（△） 

剰余金合計 

当期首残高 78,913,658 △799,984 78,113,673 2,393,534 2,393,534 80,507,207 

当期変動額             

剰余金の配当 - - - △2,393,020 △2,393,020 △2,393,020 

当期純利益 - - - 2,588,196 2,588,196 2,588,196 

投資主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 

- - - - - - 

当期変動額合計 - - - 195,176 195,176 195,176 

当期末残高 ※１ 78,913,658 △799,984 78,113,673 2,588,710 2,588,710 80,702,384 

 

        

  評価・換算差額等 
純資産合計 

  
繰延ヘッジ

損益 
評価・換算
差額等合計 

当期首残高 79,151 79,151 80,586,359 

当期変動額       

剰余金の配当 - - △2,393,020 

当期純利益 - - 2,588,196 

投資主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 8,231 8,231 8,231 

当期変動額合計 8,231 8,231 203,407 

当期末残高 87,382 87,382 80,789,767 
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（４）【金銭の分配に係る計算書】

区分 
前期 

自 2017年５月１日 
至 2017年10月31日 

当期 
自 2017年11月１日 
至 2018年４月30日 

Ⅰ 当期未処分利益 2,393,534,091円 2,588,710,483円 

Ⅱ 分配金の額 2,393,020,534円 2,585,302,400円 

（投資口１口当たりの分配金の額） （2,962円） （400円） 

Ⅲ 次期繰越利益 513,557円 3,408,083円 

分配金の額の算出方法 本投資法人の規約第35条第１項に定

める金銭の分配の方針に従い、分配

金の額は利益の金額を限度とし、か

つ租税特別措置法第67条の15に規定

されている本投資法人の配当可能利

益の金額の100分の90に相当する金

額を超えるものとしています。かか

る方針により、当期未処分利益を超

えない額で発行済投資口の総口数

807,907口の整数倍数の最大値とな

る2,393,020,534円を利益分配金と

して分配することとしました。な

お、本投資法人の規約第35条第２項

に定める利益を超えた金銭の分配は

行いません。 

本投資法人の規約第35条第１項に定

める金銭の分配の方針に従い、分配

金の額は利益の金額を限度とし、か

つ租税特別措置法第67条の15に規定

されている本投資法人の配当可能利

益の金額の100分の90に相当する金

額を超えるものとしています。かか

る方針により、当期未処分利益を超

えない額で発行済投資口の総口数

6,463,256口の整数倍数の最大値と

なる2,585,302,400円を利益分配金

として分配することとしました。な

お、本投資法人の規約第35条第２項

に定める利益を超えた金銭の分配は

行いません。 
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（５）【キャッシュ・フロー計算書】

    （単位：千円） 

  前期 当期 

 
自 2017年５月１日 

至 2017年10月31日 

自 2017年11月１日 

至 2018年４月30日 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税引前当期純利益 2,394,243 2,590,560 

減価償却費 768,739 786,966 

投資法人債発行費償却 2,067 4,619 

投資口交付費 - 111,562 

融資関連費用 114,263 110,439 

受取利息 △44 △46 

支払利息 260,854 259,579 

営業未収入金の増減額（△は増加） △54,815 △29,826 

未収入金の増減額（△は増加） - △147,830 

未収消費税等の増減額（△は増加） 148,228 35,654 

未収還付法人税等の増減額(△は増加) 2,251 - 

前払費用の増減額（△は増加） △18,171 △2,597 

前払金の増減額（△は増加） - △50,000 

長期前払費用の増減額（△は増加） 14,197 △26,134 

その他の資産の増減額（△は増加） △17,833 △56,196 

営業未払金の増減額（△は減少） 98,039 △98,432 

未払金の増減額（△は減少） △16,251 128,416 

未払消費税等の増減額（△は減少） - 121,265 

前受金の増減額（△は減少） △25,870 △11,057 

信託有形固定資産の売却による減少額 - 2,119,842 

その他の負債の増減額（△は減少） △87,819 △17,690 

小計 3,582,079 5,829,093 

利息の受取額 44 46 

利息の支払額 △265,037 △252,864 

法人税等の支払額 △652 △1,013 

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,316,433 5,575,262 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

信託有形固定資産の取得による支出 △248,591 △575,192 

投資活動によるキャッシュ・フロー △248,591 △575,192 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

長期借入金の返済による支出 △13,000,000 △5,500,000 

長期借入れによる収入 13,000,000 - 

融資関連費用に係る支出 △113,895 - 

投資法人債の発行による収入 - 5,500,000 

投資法人債発行費の支出 - △38,922 

自己投資口の取得による支出 △799,984 - 

分配金の支払額 △2,965,743 △2,392,855 

財務活動によるキャッシュ・フロー △3,879,623 △2,431,777 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △811,782 2,568,292 

現金及び現金同等物の期首残高 7,027,882 6,216,100 

現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 6,216,100 ※１ 8,784,392 
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（６）【注記表】

［継続企業の前提に関する注記］ 

該当事項はありません。 

 

［重要な会計方針に係る事項に関する注記］ 

１．固定資産の減価償却の方法 （１）有形固定資産 

 定額法を採用しています。 

 なお、主たる有形固定資産の耐用年数は以下のとおりです。 

信託建物 ２年～46年 

信託構築物 

信託機械及び装置 

４年～20年 

２年～17年 

信託工具、器具及び備品 ４年～15年 

（２）無形固定資産 

 定額法を採用しています。 

（３）長期前払費用 

 定額法を採用しています。 

２．繰延資産の処理方法 （１）投資口交付費 

 支出時に全額費用処理しています。 

（２）投資法人債発行費 

 投資法人債の償還までの期間にわたり定額法により償却しています。 

３．収益及び費用の計上基準 固定資産税等の処理方法 

 保有する不動産にかかる固定資産税、都市計画税及び償却資産税等につ

いては、賦課決定された税額のうち当該決算期間に対応する額を賃貸事業

費用として費用処理する方法を採用しています。 

 なお、不動産又は不動産を信託財産とする信託受益権の取得に伴い、本

投資法人が負担すべき初年度の固定資産税等相当額については、費用に計

上せず当該不動産等の取得原価に算入しています。 

 前期及び当期において不動産等の取得原価に算入した固定資産税等相当

額はありません。 

４．ヘッジ会計の方法 （１）ヘッジ会計の方法 

 金利スワップについては、繰延ヘッジ処理によっております。但

し、特例処理の要件を満たす金利スワップ取引については、特例処理

を採用しています。 

（２）ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段 金利スワップ取引 

 ヘッジ対象 借入金金利 

（３）ヘッジ方針 

 本投資法人は、リスク管理の基本方針を定めた規程に基づき、投資

法人規約に規定するリスクをヘッジする目的でデリバティブ取引を行

っています。 

（４）ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計と、ヘッジ手段のキャ

ッシュ・フロー変動の累計とを比較し、両者の変動額の比率を検証す

ることにより、ヘッジの有効性を評価しています。 

 但し、金利スワップの特例処理の要件を満たしているものについて

は、有効性の評価を省略しています。 

５．キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金の範囲 

 キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許

現金及び信託現金、随時引出し可能な預金及び信託預金並びに容易に換金可

能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から

３ヵ月以内に償還期限の到来する短期投資からなります。 
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６．その他財務諸表作成のための基本

となる重要な事項 

（１）不動産等を信託財産とする信託受益権に関する会計処理方法 

 保有する不動産等を信託財産とする信託受益権につきましては、信

託財産内の全ての資産及び負債勘定並びに信託財産に生じた全ての収

益及び費用勘定について、貸借対照表及び損益計算書の該当勘定科目

に計上しています。 

 なお、該当勘定科目に計上した信託財産のうち重要性がある下記の

科目については、貸借対照表において区分掲記することとしていま

す。 

①  信託現金及び信託預金 

②  信託建物、信託構築物、信託機械及び装置、信託工具、器具

及び備品、信託土地、信託建設仮勘定 

③  信託預り敷金及び保証金 

（２）消費税等の処理方法 

 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっています。 

 

［未適用の会計基準等に関する注記］ 

・「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 平成30年３月30日 企業会計基準委員会）

・「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号 平成30年３月30日 企業会計基

準委員会）

 

（１）概要

 国際会計基準審議会（IASB)及び米国財務会計基準審議会(FASB)は、共同して収益認識に関する包括的な会

計基準の開発を行い、2014年５月に「顧客との契約から生じる収益」（IASBにおいてはIFRS第15号、FASBにお

いてはTopic606）を公表しており、IFRS第15号は2018年１月１日以降開始する事業年度から、Topic606は2017

年12月15日より後に開始する事業年度から適用される状況を踏まえ、企業会計基準委員会において、収益認識

に関する包括的な会計基準が開発され、適用指針と合わせて公表されたものです。

 企業会計基準委員会の収益認識に関する会計基準の開発にあたっての基本的な方針として、IFRS第15号と整

合性を図る便益の１つである財務諸表間の比較可能性の観点から、IFRS第15号の基本的な原則を取り入れるこ

とを出発点とし、会計基準を定めることとされ、また、これまで我が国で行われてきた実務等に配慮すべき項

目がある場合には、比較可能性を損なわせない範囲で代替的な取扱いを追加することとされております。 

 

（２）適用予定日

2021年10月期の期首から適用します。

 

（３）当該会計基準等の適用による影響

「収益認識に関する会計基準」等の適用による財務諸表に与える影響額については、現時点で評価中です。
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［貸借対照表に関する注記］ 

※１ 投資信託及び投資法人に関する法律第67条第４項に定める最低純資産額 

    （単位:千円） 
 

 
前期 

（2017年10月31日） 
当期 

（2018年４月30日） 

  50,000 50,000 

 

［損益計算書に関する注記］ 

※１ 不動産賃貸事業損益の内訳 

（単位:千円） 

 
前期 

自 2017年５月１日 
至 2017年10月31日 

当期 
自 2017年11月１日 
至 2018年４月30日 

A．不動産賃貸事業収益    

賃貸事業収入    

 賃料 4,275,839 4,279,277 

 共益費 980,013 968,825 

 その他賃貸収入 309,660 302,395 

計 5,565,513 5,550,498 

その他賃貸事業収入    

 その他賃貸事業収入 606,368 568,745 

計 606,368 568,745 

不動産賃貸事業収益合計 6,171,882 6,119,243 

B．不動産賃貸事業費用    

管理委託費 649,134 641,082 

水道光熱費 657,846 564,516 

損害保険料 15,288 15,035 

修繕費 150,644 134,840 

公租公課 499,321 491,089 

減価償却費 767,620 785,847 

その他賃貸事業費用 66,045 56,181 

不動産賃貸事業費用合計 2,805,901 2,688,593 

C．不動産賃貸事業損益（A－B） 3,365,980 3,430,650 

 

※２ 不動産等売却益の内訳 

 

前期（自 2017年５月１日 至 2017年10月31日）  

該当事項はありません。 

 

当期（自 2017年11月１日 至 2018年４月30日）  

 

    （単位：千円） 

仙台本町ビルに係る信託受益権（準共有持分40%） 

不動産等売却収入 2,452,000  

不動産等売却原価 2,119,842  

その他売却費用 54,241  

不動産等売却益   277,915 
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［投資主資本等変動計算書に関する注記］ 

※１ 発行可能投資口総口数及び発行済投資口の総口数 

 
前期 

自 2017年５月１日 
至 2017年10月31日 

当期 
自 2017年11月１日 
至 2018年４月30日 

発行可能投資口総口数 10,000,000口 80,000,000口 

発行済投資口の総口数 807,907口 6,463,256口 

 

［キャッシュ・フロー計算書に関する注記］ 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（単位:千円） 

 
前期 

自 2017年５月１日 
至 2017年10月31日 

当期 
自 2017年11月１日 
至 2018年４月30日 

現金及び預金 3,090,066 5,881,414 

信託現金及び信託預金 10,596,926 10,442,475 

使途制限付信託預金（注） △7,470,893 △7,539,497 

現金及び現金同等物 6,216,100 8,784,392 

（注）  テナントから預っている敷金及び保証金の返還のために留保されている信託預金です。 

 

［リース取引に関する注記］ 

オペレーティング・リース取引（貸主側） 

未経過リース料 

    （単位:千円） 
 

 
前期 

（2017年10月31日） 
当期 

（2018年４月30日） 

１年以内 2,429,320 2,229,455

１年超 3,062,089 2,799,326

合計 5,491,409 5,028,782

 

［金融商品に関する注記］ 

１．金融商品の状況に関する事項 

（１）金融商品に対する取組方針 

 本投資法人は、運用資産の着実な成長並びに効率的な運用及び運用の安定性に資するため、安定的か

つ健全な財務運営を行うことを基本方針とし、資産の取得、修繕費その他の維持管理費用若しくは分配

金の支払い、本投資法人の運営に要する資金、又は本投資法人の債務の返済等の資金の手当てを目的と

して、資金を借入れ又は投資法人債（短期投資法人債を含む。以下同じです。）の発行及び投資口の発

行等により資金調達を行います。 

 また、一時的な余剰資金や信託預り敷金及び保証金等は、安全性及び換金性を考慮し、銀行預金で運

用しています。 

 なお、デリバティブ取引については、借入金等から生じる金利変動リスクその他のリスクをヘッジす

ることを目的とした運用に限るものとします。 
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（２）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制 

 借入金及び投資法人債の資金使途は、主に不動産又は不動産を信託財産とする信託受益権の取得で

す。 

 借入金及び投資法人債は、弁済期日において流動性リスクに晒されますが、総資産有利子負債比率等

を適正に管理することで、市場金利の上昇が本投資法人の運営に与える影響を限定的にし、増資による

資本市場からの資金調達力の維持・強化に努めること、月次の資金繰りを作成するなどして手元流動性

を常に把握して早期に資金調達計画を立案し、所要資金を準備すること等の方法により当該リスクを管

理します。 

 変動金利の借入金は、金利の変動リスクに晒されていますが、借入額全体に占める変動金利建て借入

金残高の比率を金融環境に応じて調整することなどにより当該リスクを管理します。 

 更に、変動金利の借入金のうち一部については、支払金利の変動リスクを回避し支払利息の固定化を

図るために、デリバティブ取引(金利スワップ取引)をヘッジ手段として利用しています。なお、ヘッジ

対象とヘッジ手段のキャッシュ・フロー変動の累計を比較し、両者の変動額等を基礎にして、ヘッジの

有効性を評価しています。但し、金利スワップの特例処理の要件を満たしているものについては、その

判定をもって有効性の評価を省略しています。 

 デリバティブ取引の執行・管理については、リスク管理の基本方針を定めた規程に基づき行っていま

す。 

 本投資法人の余剰資金の預入先については、預入先金融機関の破綻等の信用リスクが存在しますが、

一定の信用力のある預入先に限定することや、預入期間を短期に限定することにより当該リスクを軽減

しています。 

 信託預り敷金及び保証金は、テナントからの預り金であり、契約満了前の退去による流動性リスクに

晒されていますが、手元流動性を確保すること等により当該リスクを軽減しています。 

 

（３）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

 金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価

額が含まれています。当該価額の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条

件等によった場合、当該価額が異なることもあります。 

 

２．金融商品の時価等に関する事項 

貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。なお、時価を把握することが極めて

困難と認められるものは、次表には含めていません（（注２）参照）。 

前期(2017年10月31日) 

（単位：千円） 

 
貸借対照表計上額 

（注１） 
時価 

（注１） 
差額 

（１）現金及び預金 3,090,066 3,090,066 - 

（２）信託現金及び信託預金 10,596,926 10,596,926 - 

資産計 13,686,993 13,686,993 - 

（３）１年内返済予定の長期借入金 17,500,000 17,539,743 39,743 

（４）投資法人債 3,400,000 3,386,120 △13,880 

（５）長期借入金 68,100,000 68,439,898 339,898 

負債計 89,000,000 89,365,762 365,762 

（６）デリバティブ取引 115,701 115,701 - 
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当期(2018年４月30日) 

（単位：千円） 

 
貸借対照表計上額 

（注１） 
時価 

（注１） 
差額 

（１）現金及び預金 5,881,414 5,881,414 - 

（２）信託現金及び信託預金 10,442,475 10,442,475 - 

資産計 16,323,890 16,323,890 - 

（３）１年内返済予定の長期借入金 17,500,000 17,508,921 8,921 

（４）投資法人債 8,900,000 8,892,550 △7,450 

（５）長期借入金 62,600,000 62,968,217 368,217 

負債計 89,000,000 89,369,689 369,689 

（６）デリバティブ取引 127,734 127,734 - 

（注１）  金融商品の時価の算定方法 

（１） 現金及び預金、 （２） 信託現金及び信託預金 

 これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっています。 

（３） １年内返済予定の長期借入金、（５） 長期借入金 

 １年内返済予定の長期借入金及び長期借入金のうち、変動金利によるものは金利が一定期間ごとに更改される条件

となっているため、時価は帳簿価格にほぼ等しいことから、当該帳簿価格によっています。また、固定金利によるも

のの時価については、元利金の合計額を残存期間に対応した同様の新規借入れを行った場合に想定される金利で割り

引いて算出する方法によっています。なお、金利スワップの特例処理によるものの時価については、ヘッジ対象とさ

れている長期借入金の時価に含めて記載しています。 

 また、一部の１年内返済予定の長期借入金及び長期借入金は、複合金融商品であるキャンセラブルローン（期限前

特約権の行使による期限前解約特約付）ですが、１年内返済予定の長期借入金及び長期借入金の時価に含めて記載し

ています。 

（４） 投資法人債 

 これらの時価は市場価格によっています。 

（６） デリバティブ取引 

 後記「デリバティブ取引に関する注記」をご参照下さい。 

 

（注２）  時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の貸借対照表計上額 

 賃貸物件における賃借人から預託されている信託預り敷金及び保証金に関しては、市場価格がなく、かつ、賃貸借契約

期間の定めがあっても中途解約や更新・再契約の可能性があり、実質的な預託期間を算定することができないことから、

合理的にキャッシュ・フローを見積もることができません。よって、時価を把握することが極めて困難と認められること

から、時価開示の対象とはしていません。 

（単位：千円） 

  
前期 

（2017年10月31日） 
当期 

（2018年４月30日） 

信託預り敷金及び保証金 7,470,893 7,539,497 

 

（注３）  金銭債権の決算日後の償還予定額 

前期（2017年10月31日） 

（単位：千円） 

  １年以内 

現金及び預金 3,090,066 

信託現金及び信託預金 10,596,926 

合計 13,686,993 

 

当期（2018年４月30日） 

（単位：千円） 

  １年以内 

現金及び預金 5,881,414 

信託現金及び信託預金 10,442,475 

合計 16,323,890 
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（注４）  借入金及び投資法人債の決算日後の返済予定額 

前期（2017年10月31日） 

（単位：千円） 

  １年以内 
１年超 

２年以内 
２年超 

３年以内 
３年超 

４年以内 
４年超 

５年以内 
５年超 

投資法人債 - - - - 1,800,000 1,600,000 

長期借入金 17,500,000 17,500,000 23,950,000 19,150,000 7,500,000 - 

 

当期（2018年４月30日） 

（単位：千円） 

  １年以内 
１年超 

２年以内 
２年超 

３年以内 
３年超 

４年以内 
４年超 

５年以内 ５年超 

投資法人債 - - - 1,800,000 5,500,000 1,600,000 

長期借入金 17,500,000 25,350,000 17,200,000 20,050,000 - - 

 

［有価証券に関する注記］ 

前期（2017年10月31日） 

 該当事項はありません。 

 

当期（2018年４月30日） 

 該当事項はありません。 

 

［デリバティブ取引に関する注記］ 

１．ヘッジ会計が適用されていないもの 

前期（2017年10月31日） 

 該当事項はありません。 

 

当期（2018年４月30日） 

 該当事項はありません。 
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２．ヘッジ会計が適用されているもの 

 ヘッジ会計の方法ごとの決算日における契約額又は契約において定められた元本相当額等は、以下のと

おりです。 

前期（2017年10月31日） 

（単位：千円） 

ヘッジ会計の 

方法 

デリバティブ取引の 

種類等 

主なヘッジ 

対象 

契約額等 
時価 

当該時価の 

算定方法   うち１年超 

原則的処理方法 
金利スワップ取引 

変動受取・固定支払 
長期借入金 39,100,000 39,100,000 115,701 

取引先金融

機関から提

示された価

格等によっ

ています。 

金利スワップの 

特例処理 

金利スワップ取引 

変動受取・固定支払 
長期借入金 23,800,000 14,800,000 （注） - 

合計 62,900,000 53,900,000 115,701 - 

（注）  金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているため、その時

価は前記「金融商品に関する注記 ２．金融商品の時価等に関する事項」における「(５)長期借入金」の時価に含めて

記載しています。 

 

当期（2018年４月30日） 

（単位：千円） 

ヘッジ会計の 

方法 

デリバティブ取引の 

種類等 

主なヘッジ 

対象 

契約額等 
時価 

当該時価の 

算定方法   うち１年超 

原則的処理方法 
金利スワップ取引 

変動受取・固定支払 
長期借入金 39,100,000 39,100,000 127,734 

取引先金融

機関から提

示された価

格等によっ

ています。 

金利スワップの 

特例処理 

金利スワップ取引 

変動受取・固定支払 
長期借入金 23,800,000 14,800,000 （注） - 

合計 62,900,000 53,900,000 127,734 - 

（注）  金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているため、その時

価は前記「金融商品に関する注記 ２．金融商品の時価等に関する事項」における「(５)長期借入金」の時価に含めて

記載しています。 

 

［退職給付に関する注記］ 

前期（2017年10月31日） 

 該当事項はありません。 

 

当期（2018年４月30日） 

 該当事項はありません。 
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［税効果会計に関する注記］ 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳 

    （単位:千円） 
 

 
前期 

（2017年10月31日） 
当期 

（2018年４月30日） 

繰延税金資産    

 未払事業税損金不算入額 19 119 

繰延税金資産合計 19 119 

繰延税金負債    

 繰延ヘッジ損益 36,550 40,351 

繰延税金負債合計 36,550 40,351 

繰延税金資産（△負債）の純額 △36,530 △40,231 

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳 

    （単位:％） 
 

 
前期 

（2017年10月31日） 
当期 

（2018年４月30日） 

法定実効税率 31.74 31.74 

（調整）    

支払分配金の損金算入額 △31.72 △31.68 

その他 0.02 0.03 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 0.04 0.09 

 

［持分法損益等に関する注記］ 

前期（2017年10月31日） 

 該当事項はありません。 

 

当期（2018年４月30日） 

 該当事項はありません。 

 

［関連当事者との取引に関する注記］ 

１．親会社及び法人主要投資主等 

前期（自 2017年５月１日 至 2017年10月31日） 

 該当事項はありません。 

 

当期（自 2017年11月１日 至 2018年４月30日） 

 該当事項はありません。 

 

２．関連会社等 

前期（自 2017年５月１日 至 2017年10月31日） 

 該当事項はありません。 

 

当期（自 2017年11月１日 至 2018年４月30日） 

 該当事項はありません。 

 

３．兄弟会社等 

前期（自 2017年５月１日 至 2017年10月31日） 

 該当事項はありません。 

 

当期（自 2017年11月１日 至 2018年４月30日） 

 該当事項はありません。 
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４．役員及び個人主要投資主等 

前期（自 2017年５月１日 至 2017年10月31日） 

 該当事項はありません。 

 

当期（自 2017年11月１日 至 2018年４月30日） 

 該当事項はありません。 

 

［資産除去債務に関する注記］ 

前期（2017年10月31日） 

 該当事項はありません。 

 

当期（2018年４月30日） 

 該当事項はありません。 

 

［賃貸等不動産に関する注記］ 

本投資法人は、大都市圏における大規模オフィスビルを保有しています。これら賃貸等不動産に係る貸借対

照表計上額、期中増減額及び時価は、次のとおりです。 

    （単位:千円） 
 

 
前期 

自 2017年５月１日 
至 2017年10月31日 

当期 
自 2017年11月１日 
至 2018年４月30日 

貸借対照表計上額    

 

期首残高 163,841,681 163,362,402 

期中増減額 △479,279 △2,274,263 

期末残高 163,362,402 161,088,139 

期末時価 181,288,000 181,585,000 

（注１）  貸借対照表計上額は、取得原価（取得に伴う付帯費用を含みます。）から、減価償却累計額を控除した金額です。ま

た、無形固定資産（前期末合計4,889千円、当期末合計3,769千円）は含んでいません。 

（注２）  賃貸等不動産の期中増減額のうち、前期の主な増加額は資本的支出（288,340千円）によるものであり、主な減少額は減

価償却費（767,620千円）によるものです。当期の主な増加額は資本的支出（631,426千円）によるものであり、主な減

少額は物件の売却（2,119,842千円）及び減価償却費（785,847千円）によるものです。 

（注３）  期末の時価は、社外の不動産鑑定士による鑑定評価額に基づく評価額を記載しています。なお、仙台本町ビルに係る信

託受益権（準共有持分60％）については、2018年３月14日付の売買契約における譲渡価格（3,678,000千円）に基づいて

います。 

 

また、賃貸等不動産に関する損益は、前記「損益計算書に関する注記」に記載のとおりです。 
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［セグメント情報等に関する注記］ 

１．セグメント情報 

 本投資法人は、不動産賃貸事業の単一セグメントであるため、記載を省略しています。 

 

２．関連情報 

前期（自 2017年５月１日 至 2017年10月31日） 

（１）製品及びサービスごとの情報 

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への営業収益が損益計算書の営業収益の90％を超えるた

め、記載を省略しています。 

 

（２）地域ごとの情報 

① 営業収益 

 本邦の外部顧客への営業収益が損益計算書の営業収益の90％を超えるため、記載を省略していま

す。 

 

② 有形固定資産 

本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、

記載を省略しています。 

 

（３）主要な顧客に関する情報 

 単一の外部顧客への営業収益がすべて損益計算書の営業収益の10％未満であるため、記載を省略し

ています。 

 

当期（自 2017年11月１日 至 2018年４月30日） 

（１）製品及びサービスごとの情報 

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への営業収益が損益計算書の営業収益の90％を超えるた

め、記載を省略しています。 

 

（２）地域ごとの情報 

① 営業収益 

 本邦の外部顧客への営業収益が損益計算書の営業収益の90％を超えるため、記載を省略していま

す。 

 

② 有形固定資産 

本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、

記載を省略しています。 

 

（３）主要な顧客に関する情報 

 単一の外部顧客への営業収益がすべて損益計算書の営業収益の10％未満であるため、記載を省略し

ています。 
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［１口当たり情報に関する注記］ 

 
前期 

自 2017年５月１日 
至 2017年10月31日 

当期 
自 2017年11月１日 
至 2018年４月30日 

１口当たり純資産額 12,468円 12,499円 

１口当たり当期純利益 369円 400円 

（注１）  2018年２月28日を基準日、2018年３月１日を効力発生日として、投資口１口につき８口の割合による投資口の分割を行いま

した。第７期（2017年10月期）期首に当該投資口の分割が行われたと仮定して、１口当たり純資産額及び１口当たり当期純

利益を算定しています。 

（注２）  １口当たり当期純利益は、当期純利益を日数加重平均投資口数で除することにより算定しています。また、潜在投資口調整

後１口当たり当期純利益については、潜在投資口がないため記載していません。 

（注３）  １口当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりです。 

 
前期 

自 2017年５月１日 
至 2017年10月31日 

当期 
自 2017年11月１日 
至 2018年４月30日 

当期純利益（千円） 2,393,243 2,588,196 

普通投資主に帰属しない金額（千円） - - 

普通投資口に係る当期純利益（千円） 2,393,243 2,588,196 

期中平均投資口数（口） 6,481,813 6,463,256 

 

［重要な後発事象に関する注記］ 

１．新投資口の発行 

 本投資法人は、2018年４月９日及び2018年４月16日開催の役員会において、以下のとおり新投資口の発

行を決議し、公募による新投資口発行については2018年５月１日に払込みが完了しました。また、第三者

割当による新投資口発行については2018年５月23日に払込みが完了しました。 

（ⅰ）公募による新投資口発行（一般募集） 

募集投資口数         2,128,200口 

（国内一般募集 1,136,775口、海外募集 991,425口） 

払込金額（発行価額）     １口当たり13,030円 

払込金額（発行価額）の総額  27,730,446,000円 

発行価格           １口当たり13,473円 

発行価格の総額        28,673,238,600円 

払込期日           2018年５月１日 

調達資金の使途        後記「２．資産の取得」に記載の「西新宿プライムスクエア」、

「麹町クリスタルシティ」、「プライムタワー新浦安」及び「テ

クノウェイブ100」の取得資金及び関連費用の一部に充当するた

め 

 

（ⅱ）第三者割当による新投資口発行 

募集投資口数         51,900口 

発行価額           １口当たり13,030円 

発行価額の総額        676,257,000円 

払込期日           2018年５月23日 

割当先            ＳＭＢＣ日興証券株式会社 

調達資金の使途        将来の特定資産の取得資金の一部又は借入金の返済資金の一部に

充当するため 
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２．資産の取得 

 本投資法人は、以下の５物件の不動産信託受益権を取得しました。 

物件名称 所在地 取得先 
取得価格 

（百万円）（注） 
取得年月日 

西新宿プライムスクエア 東京都新宿区 アウル特定目的会社 34,835 2018年５月１日 

麹町クリスタルシティ 東京都千代田区 合同会社スワロープロパティ 6,405 2018年５月１日 

プライムタワー新浦安 千葉県浦安市 合同会社マリーンプロパティ 11,860 2018年５月１日 

テクノウェイブ100 神奈川県横浜市 合同会社ベイスタープロパティ 6,900 2018年５月１日 

IBFプランニングビル 東京都渋谷区 合同会社KRF70 3,500 2018年５月18日 

（注）「取得価格」は、各取得資産に係る売買契約に記載された売買代金を、百万円未満を切捨てて記載しています。なお、売買代

金には、消費税及び地方消費税、固定資産税及び都市計画税等の精算額並びに取得に要する費用は含みません。 

 

３．資産の譲渡 

 本投資法人は、2018年５月17日付で、「仙台本町ビル」に係る信託受益権（準共有持分60％）を譲渡し

ました。 

譲渡資産の種類 国内不動産を信託財産とする信託受益権（準共有持分60％）（注１） 

資産の名称 仙台本町ビル 

所在地 宮城県仙台市 

譲渡価格（注２） 3,678百万円 

譲渡先 非開示（注３） 

契約締結日 2018年３月14日 

譲渡日 2018年５月17日 

（注１）「仙台本町ビル」に係る信託受益権の準共有持分40％については、2018年４月18日付で譲渡しています。 

（注２）「譲渡価格」には、譲渡経費、固定資産税・都市計画税等の精算額及び消費税等を含みません。 

（注３） 譲渡先は国内の特別目的会社ですが、譲渡先から名称等の開示について同意を得られていないため、非開示とし

ています。なお、譲渡先は、本投資法人の利害関係人等には該当しません。 
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４．資金の借入れ 

 本投資法人は、上記「２．資産の取得」に記載の各不動産信託受益権（但し、「IBFプランニングビ

ル」を除きます。）の取得資金及び関連費用への充当を目的として、以下のとおり資金の借入れを行いま

した。 

（単位：百万円） 

区分 借入先 借入日 借入金額 
利率 

（注１） 

返済 

期限 
使途 摘要 

短 

期 

借 

入 

金 

株式会社三井住友銀行 

2018年 

５月１日 

4,750 

基準金利（注２） 

＋0.20％ 

2019年 

４月30日 

（注７） 
無担保 

無保証 

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 500 

三井住友信託銀行株式会社 1,750 

長 

 

期 

 

借 

 

入 

 

金 

株式会社三井住友銀行 1,800 

基準金利（注３） 

＋0.25％ 

（注４） 

2021年 

４月30日 

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 500 

三井住友信託銀行株式会社 1,300 

株式会社西日本シティ銀行 1,000 

シティバンク、エヌ・エイ 東京支店 1,700 0.37％ 
2021年 

４月30日 

株式会社三井住友銀行 1,250 

基準金利（注３） 

＋0.40％ 

（注５） 

2022年 

10月31日 

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 3,500 

三井住友信託銀行株式会社 1,150 

株式会社新生銀行 2,700 

株式会社あおぞら銀行 2,500 

株式会社西日本シティ銀行 1,500 

株式会社りそな銀行 700 

株式会社福岡銀行 500 

シティバンク、エヌ・エイ 東京支店 1,700 0.52％ 
2022年 

10月31日 

株式会社三井住友銀行 900 

基準金利（注３） 

＋0.45％ 

（注６） 

2023年 

４月28日 

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 1,400 

三井住友信託銀行株式会社 800 

株式会社新生銀行 800 

株式会社あおぞら銀行 500 

シティバンク、エヌ・エイ 東京支店 1,600 0.57％ 
2023年 

４月28日 

計 34,800 - - - - 

（注１）  借入先に支払われる融資手数料等は含まれていません。 

（注２）「基準金利」は、各利払日の直前の利払日の２営業日前の時点における一般社団法人全銀協TIBOR運営機関が公表する１か月物の

日本円TIBOR(Tokyo Interbank Offered Rate)となります。かかる基準金利は、利払日毎に見直されます。但し、利息計算期間

に対応するレートが存在しない場合は、契約書に定められた方法に基づき算定される当該期間に対応する基準金利となります。

下記（注３）において同じです。 

（注３）「基準金利」は、各利払日の直前の利払日の２営業日前の時点における一般社団法人全銀協TIBOR運営機関が公表する３か月物の

日本円TIBORとなります。 

（注４） 当該借入れは変動金利により行っていますが、金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引を行っており、その結果当該

借入れの金利は実質的に0.3758％で固定されています。 

（注５） 当該借入れは変動金利により行っていますが、金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引を行っており、その結果当該

借入れの金利は実質的に0.5685％で固定されています。 
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（注６） 当該借入れは変動金利により行っていますが、金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引を行っており、その結果当該

借入れの金利は実質的に0.6245％で固定されています。 

（注７）「使途」は、不動産信託受益権の取得資金及びこれに関連する諸費用の支払いです。 
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（７）【附属明細表】

① 有価証券明細表 

（ア）株式 

 該当事項はありません。 

 

（イ）株式以外の有価証券 

 該当事項はありません。 

 

② デリバティブ取引及び為替予約取引の契約額等及び時価の状況表 

（単位：千円） 

区   分 種   類 
契約額等 

時 価 
  うち1年超 

市場取引以外の取引 
金利スワップ取引 

62,900,000 53,900,000 75,464 
変動受取・固定支払 

合計 62,900,000 53,900,000 75,464 

（注１）  金利スワップ取引の契約額等は、想定元本に基づいて表示しています。 

（注２）  当該取引契約の相手方が市場実勢金利等をもとに算出した価額で評価しています。 

（注３）  時価の金額のうち、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号 平成20年３月10日）に基づき金利スワップの特例処理を

適用する取引については、貸借対照表において時価評価していません。 
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③ 不動産等明細表のうち総括表 

（単位：千円） 

資産の種類 

当期首 

残 高 

 

当 期 

増加額 

（注１） 

当 期 

減少額 

（注２） 

当期末 

残 高 

 

減価償却累計額 差 引 

当期末 

残 高 

摘 要 又は償却 

累 計 額 

当 期 

償却額 

有

形

固

定

資

産 

信託建物 
41,795,823 525,564 466,240 41,855,146 4,435,152 754,644 37,419,994 - 

(附属設備含む) 

信託構築物 319,541 12,049 - 331,590 111,170 17,958 220,420 - 

信託機械及び装置 31,443 8,619 - 40,063 5,748 1,694 34,314 - 

信託工具、器具 

及び備品 
106,167 63,965 1,883 168,248 37,473 11,548 130,775 - 

信託土地 124,928,377 - 1,686,995 123,241,382 - - 123,241,382 - 

信託建設仮勘定 20,024 32,094 10,865 41,252 - - 41,252 - 

小計 167,201,377 642,292 2,165,986 165,677,684 4,589,544 785,847 161,088,139 - 

無形固定資産 11,197 - - 11,197 7,427 1,119 3,769 - 

合計 167,212,574 642,292 2,165,986 165,688,881 4,596,971 786,966 161,091,909 - 

（注１）「当期増加額」の主な内訳は、物件の工事によるものです。 

（注２）「当期減少額」の主な内訳は、「仙台本町ビル」の準共有持分40％を売却したことによるものです。 

 

④ その他特定資産の明細表 

 不動産信託受益権については、前記「③ 不動産等明細表のうち総括表」に含めて記載しています。 

 

⑤ 投資法人債明細表 

（単位：千円） 

銘柄 発行年月日 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 利率 償還期限 使途 担保 

第1回無担保 

投資法人債 

2017年 

４月20日 
1,800,000 - - 1,800,000 0.320% 

2022年 

４月20日 
（注1） 

無担保 

無保証 

（注3） 

第2回無担保 

投資法人債 

2017年 

４月20日 
1,600,000 - - 1,600,000 0.520% 

2024年 

４月19日 
（注1） 

無担保 

無保証 

（注3） 

第3回無担保 

投資法人債 

2018年 

１月26日 
- 5,500,000 - 5,500,000 0.457% 

2023年 

１月26日 
（注2） 

無担保 

無保証 

（注4） 

合計 - 3,400,000 5,500,000 - 8,900,000 - - - - 

（注１） 資金使途は、2017年４月28日に返済期限が到来した短期借入金（2,000百万円）の返済資金並びに2017年３月31日付で取得した

「アクア堂島東館」の取得資金及び関連費用（1,987百万円）の支払いを行ったことにより減少した運転資金の一部への充当で

す。 

（注２） 資金使途は、2018年1月31日に返済期限が到来した長期借入金(5,500百万円)の返済資金への充当です。 

（注３） 特定投資法人債間限定同順位特約が付されています。 

（注４） 投資法人債間限定同順位特約が付されています。 

（注５） 投資法人債の貸借対照表日以後５年以内における１年毎の返済予定額の総額は以下のとおりです。 

（単位：千円） 

  １年以内 
１年超 

２年以内 
２年超 

３年以内 
３年超 

４年以内 
４年超 

５年以内 

投資法人債 - - - 1,800,000 5,500,000 
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⑥ 借入金明細表 

（単位：千円） 

区

分 
借入先 

当期首 

残 高 

当 期 

増加額 

当 期 

減少額 

当期末 

残 高 

平 均 

利率(%) 

返 済 

期 限 
使 途 摘 要 

１ 

年 

内 

返 

済 

予 

定 

の 

長 

期 

借 

入 

金 

株式会社三菱ＵＦＪ銀行（注１） 3,000,000 - - 3,000,000 0.72150 
2018年 

6月6日 
（注７） 

無担保 

無保証 

固定金利 

株式会社三井住友銀行 3,000,000 - - 3,000,000 

0.74150 

（注２） 

（注５） 

2018年 

6月6日 
（注７） 

無担保 

無保証 

固定金利 

株式会社みずほ銀行 1,500,000 - - 1,500,000 

三井住友信託銀行株式会社 1,500,000 - - 1,500,000 

株式会社りそな銀行 1,500,000 - - 1,500,000 

株式会社日本政策投資銀行 1,500,000 - - 1,500,000 

株式会社三井住友銀行 3,100,000 - 3,100,000 - 

0.29429 （注６） （注７） 

無担保 

無保証 

変動金利 

株式会社みずほ銀行 1,600,000 - 1,600,000 - 

株式会社三菱ＵＦＪ銀行（注１） 800,000 - 800,000 - 

株式会社三井住友銀行 1,250,000 - - 1,250,000 

0.29975 

（注４） 

2018年 

11月30日 
（注10） 

無担保 

無保証 

変動金利 

株式会社三菱ＵＦＪ銀行（注１） 1,250,000 - - 1,250,000 

株式会社みずほ銀行 1,000,000 - - 1,000,000 

三井住友信託銀行株式会社 1,000,000 - - 1,000,000 

株式会社りそな銀行 1,000,000 - - 1,000,000 

小計 23,000,000 - 5,500,000 17,500,000 - - - - 

長 

 
期 

 
借 

 
入 

 
金 

株式会社三菱ＵＦＪ銀行（注１） 4,000,000 - - 4,000,000 0.91500 
2019年 

６月６日 
（注７） 

無担保 

無保証 

固定金利 

株式会社三井住友銀行 4,000,000 - - 4,000,000 

0.93400 

（注２） 

（注５） 

2019年 

６月６日 
（注７） 

無担保 

無保証 

固定金利 

株式会社みずほ銀行 1,000,000 - - 1,000,000 

三井住友信託銀行株式会社 1,000,000 - - 1,000,000 

株式会社りそな銀行 1,000,000 - - 1,000,000 

株式会社日本政策投資銀行 1,000,000 - - 1,000,000 

株式会社三菱ＵＦＪ銀行（注１） 3,800,000 - - 3,800,000 0.80400 
2020年 

５月31日 
（注８） 

無担保 

無保証 

固定金利 

株式会社三井住友銀行 3,800,000 - - 3,800,000 

0.81400 

（注２） 

（注５） 

2020年 

５月31日 
（注８） 

無担保 

無保証 

固定金利 

三井住友信託銀行株式会社 1,000,000 - - 1,000,000 

株式会社りそな銀行 1,000,000 - - 1,000,000 

株式会社三菱ＵＦＪ銀行（注１） 1,000,000 - - 1,000,000 

株式会社三井住友銀行 600,000 - - 600,000 
0.46623 

(注３） 

2019年 

11月29日 
（注７） 

無担保 

無保証 

変動金利 株式会社みずほ銀行 300,000 - - 300,000 
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区分 借入先 
当期首 

残 高 

当 期 

増加額 

当 期 

減少額 

当期末 

残 高 

平 均 

利率(%) 

返 済 

期 限 
使 途 摘 要 

長 

 

期 

 

借 

 

入 

 

金 

株式会社三井住友銀行 2,300,000 - - 2,300,000 

0.35700 

(注３） 

（注５） 

2019年 

11月29日 
（注７） 

無担保 

無保証 

固定金利 

三井住友信託銀行株式会社 1,400,000 - - 1,400,000 

株式会社りそな銀行 1,400,000 - - 1,400,000 

株式会社みずほ銀行 2,400,000 - - 2,400,000 

株式会社三菱ＵＦＪ銀行（注１） 700,000 - - 700,000 

株式会社新生銀行 1,250,000 - - 1,250,000 

株式会社あおぞら銀行 1,000,000 - - 1,000,000 

株式会社福岡銀行 1,000,000 - - 1,000,000 

オリックス銀行株式会社 500,000 - - 500,000 

株式会社西日本シティ銀行 500,000 - - 500,000 

株式会社三井住友銀行 2,550,000 - - 2,550,000 

0.53700 

(注３） 

（注５） 

2021年 

５月31日 
（注７） 

無担保 

無保証 

固定金利 

三井住友信託銀行株式会社 1,400,000 - - 1,400,000 

株式会社りそな銀行 1,400,000 - - 1,400,000 

株式会社みずほ銀行 2,500,000 - - 2,500,000 

株式会社三菱ＵＦＪ銀行（注１） 700,000 - - 700,000 

株式会社新生銀行 1,000,000 - - 1,000,000 

株式会社あおぞら銀行 1,000,000 - - 1,000,000 

株式会社福岡銀行 1,000,000 - - 1,000,000 

オリックス銀行株式会社 500,000 - - 500,000 

株式会社西日本シティ銀行 500,000 - - 500,000 

株式会社三井住友銀行 2,000,000 - - 2,000,000 

0.44500 

(注３） 

（注５） 

2020年 

11月30日 
（注９） 

無担保 

無保証 

固定金利 

三井住友信託銀行株式会社 1,000,000 - - 1,000,000 

株式会社りそな銀行 1,000,000 - - 1,000,000 

株式会社三菱ＵＦＪ銀行（注１） 1,000,000 - - 1,000,000 

株式会社みずほ銀行 1,600,000 - - 1,600,000 

株式会社三井住友銀行 1,250,000 - - 1,250,000 

0.53750 

(注４） 

(注５） 

2021年 

11月30日 
（注10） 

無担保 

無保証 

固定金利 

株式会社三菱ＵＦＪ銀行（注１） 1,250,000 - - 1,250,000 

株式会社みずほ銀行 1,000,000 - - 1,000,000 

三井住友信託銀行株式会社 1,000,000 - - 1,000,000 

株式会社りそな銀行 1,000,000 - - 1,000,000 

株式会社日本政策投資銀行 2,000,000 - - 2,000,000 

小計 62,600,000 - - 62,600,000 - - - - 

合計 85,600,000 - 5,500,000 80,100,000 - - - - 

（注１） 株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行は、2018年４月1日付で、商号を株式会社三菱UFJ銀行に変更しました。また、三菱ＵＦＪ信託銀行株

式会社の法人貸出等業務が、2018年４月16日付で、株式会社三菱ＵＦＪ銀行へ会社分割方式によって移管されたことに伴い、株式

会社三菱ＵＦＪ銀行が三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社に係る借入金の貸付人としての地位を承継しました。 

（注２）  いずれも株式会社三菱ＵＦＪ銀行及び株式会社三井住友銀行をアレンジャーとし上記各行で構成される協調融資団からの借入れで

す。 
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（注３） いずれも株式会社三井住友銀行をアレンジャー、株式会社みずほ銀行をコ・アレンジャーとし上記各行で構成される協調融資団か

らの借入れです。 

（注４） いずれも株式会社三井住友銀行をアレンジャーとし上記各行で構成される協調融資団からの借入れです。 

（注５）  当該借入れは変動金利により行っていますが、金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引を行っており、その効果（金利

の固定化）を勘案した利率を記載しています。 

（注６） 2018年１月26日付で発行した第３回投資法人債により、2018年１月31日付で全額返済を行っています。 

（注７）「使途」は、不動産信託受益権の取得資金及びこれに関連する諸費用の支払いです。 

（注８）「使途」は、不動産信託受益権の取得資金及びこれに関連する諸費用の支払い並びに、返済期限が2015年６月５日の短期借入金

3,200百万円の借換えです。また、不動産信託受益権の取得資金及びこれに関連する諸費用の支払いに充当するため、2015年５月

11日付で5,000百万円の短期借入れを行っており、当該借入金の借換えも含みます。 

（注９）「使途」は、返済期限が2016年６月30日の短期借入金6,600百万円の借換えです。 

（注10）「使途」は、返済期限が2017年６月６日の長期借入金13,000百万円の借換えです。 

（注11） 長期借入金の貸借対照表日以後５年以内における１年毎の返済予定額の総額は以下のとおりです。 

（単位：千円） 

 
１年超 

２年以内 
２年超 

３年以内 
３年超 

４年以内 
４年超 

５年以内 

長期借入金 25,350,000 17,200,000 20,050,000 - 
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２【投資法人の現況】

【純資産額計算書】

  （2018年４月30日現在） 

Ⅰ 資産総額 179,295,993千円 

Ⅱ 負債総額 98,506,226千円 

Ⅲ 純資産総額（Ⅰ－Ⅱ） 80,789,767千円 

Ⅳ 発行済投資口の総口数 6,463,256口 

Ⅴ １口当たり純資産額（Ⅲ／Ⅳ） 12,499円 

(注)  １口当たり純資産額は単位未満を切捨てています。 
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第６【販売及び買戻しの実績】

計算期間 年月日 販売口数 買戻し口数（注２） 
発行済投資口の 

総口数 

第３期計算期間 

自 2015年５月１日 

至 2015年10月31日 

2015年５月26日 
104,300口 

（０口） 

０口 

（０口） 
536,980口 

2015年６月24日 
5,230口 

（０口） 

０口 

（０口） 
542,210口 

第４期計算期間 

自 2015年11月１日 

至 2016年４月30日 

該当事項なし 542,210口 

第５期計算期間 

自 2016年５月１日 

至 2016年10月31日 

2016年５月31日 
261,500口 

（０口） 

０口 

（０口） 
803,710口 

2016年６月29日 
11,837口 

（０口） 

０口 

（０口） 
815,547口 

第６期計算期間 

自 2016年11月１日 

至 2017年４月30日 

該当事項なし 815,547口 

第７期計算期間 

自 2017年５月１日 

至 2017年10月31日 

自 2017年６月13日 

至 2017年７月10日 

０口 

（０口） 

7,640口 

（０口） 

（注３） 

807,907口 

第８期計算期間 

自 2017年11月１日 

至 2018年４月30日 

該当事項なし 
6,463,256口 

（注４） 

（注１）  括弧内の数は、本邦外における販売・買戻し口数です。 

（注２）  本投資法人による投資口の払戻しの実績はありません。 

（注３）  2017年６月13日から2017年７月10日にかけて、証券会社との取引一任契約に基づく東京証券取引所における市場買付けにより、自己

投資口の取得を行いました。取得した自己投資口（7,640口）については、2017年７月27日に開催された本投資法人の役員会におけ

る決議に基づき、そのすべてを2017年８月10日に消却しました。 

（注４）  2018年２月28日を基準日、2018年３月１日を効力発生日として、投資口１口につき８口の割合による投資口の分割を行いました。 
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第７【参考情報】
 当計算期間の開始日から本有価証券報告書提出日までの間に、本投資法人が提出した金融商品取引法第25条第１

項各号に掲げる書類は以下のとおりです。 

（１） 訂正発行登録書  
2018年１月５日 
関東財務局長に提出 

（２） 発行登録追補書類  
2018年１月11日 
関東財務局長に提出 

（３） 有価証券報告書 
第７期（自 2017年５月１日 

至 2017年10月31日） 
2018年１月29日 
関東財務局長に提出 

（４） 有価証券届出書 一般募集 
2018年４月９日 
関東財務局長に提出 

（５） 有価証券届出書 第三者割当 
2018年４月９日 
関東財務局長に提出 

（６） 臨時報告書  
2018年４月９日 
関東財務局長に提出 

（７） 訂正発行登録書  
2018年４月９日 
関東財務局長に提出 

（８） 有価証券届出書の訂正届出書 一般募集 
2018年４月10日 
関東財務局長に提出 

（９） 有価証券届出書の訂正届出書 一般募集 
2018年４月16日 
関東財務局長に提出 

（10） 有価証券届出書の訂正届出書 第三者割当 
2018年４月16日 
関東財務局長に提出 

（11） 臨時報告書の訂正報告書  
2018年４月16日 
関東財務局長に提出 

（12） 訂正発行登録書  
2018年４月16日 
関東財務局長に提出 

（13） 有価証券届出書の訂正届出書 第三者割当 
2018年５月２日 
関東財務局長に提出 

（14） 臨時報告書の訂正報告書  
2018年５月２日 
関東財務局長に提出 

（15） 訂正発行登録書  
2018年５月２日 
関東財務局長に提出 

（16） 臨時報告書 
資産運用会社の親会社（特定関係法
人）の異動 

2018年７月２日 
関東財務局長に提出 

（17） 訂正発行登録書  
2018年７月２日 
関東財務局長に提出 

    
 
 

 

- 195 -



 
独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

 

  2018年７月26日

インベスコ・オフィス・ジェイリート投資法人  

役 員 会 御 中  

 

  Ｐ ｗ Ｃ あ ら た 有 限 責 任 監 査 法 人  

 

 
指定有限責任社員 

業務執行社員 
  公認会計士 荒 川 進 

 

 
指定有限責任社員 

業務執行社員 
  公認会計士 山 口 健 志 

 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「投資法人の経理状況」に掲

げられているインベスコ・オフィス・ジェイリート投資法人の2017年11月１日から2018年４月30日までの第８期計算期間

の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、投資主資本等変動計算書、金銭の分配に係る計算書、キャッシュ・フ

ロー計算書、注記表及び附属明細表について監査を行った。 

 

財務諸表に対する経営者の責任 

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

 

監査人の責任 

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することに

ある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに

基づき監査を実施することを求めている。 

 監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査

法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。財務

諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に

際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。

また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することが含まれる。 

 当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 

 

監査意見 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、インベス

コ・オフィス・ジェイリート投資法人の2018年４月30日現在の財産の状態並びに同日をもって終了する計算期間の損益及

びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 

強調事項 

 注記表の「重要な後発事象に関する注記」に記載されているとおり、投資法人は新投資口の発行、資産の取得、資産の

譲渡及び資金の借入れを行っている。 

 当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。 

 

利害関係 

 投資法人と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 

（注）１. 上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は本投資法人（有価証券報告

書提出会社）が別途保管しております。 

２. XBRLデータは監査の対象には含まれていません。 
 


